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 今後 30 年以内に首都圏でマグニチュード 7 以上の地震が発生する確率は 70％以上と言われ、大地












④ 確保した技能者が必要な緊急物資をどの程度運べるのか  
実際に横浜港でアンケート調査を行い、地震災害時の復旧に必要な港湾物流技能者のスキルや確保
の可能性を数量化し、下記の 4つの点を明らかにした。 
 Ⅰ. 地震災害の復旧に必要な作業を洗い出し、必要な技能を免許・資格で置き換えることで、地  
 震災害時の早期復旧を行うのに必要な作業と技能の関係を示した。 
 Ⅱ. 地震災害復旧時に必要な港湾物流技能者を定義するため、統計的な手法を用いて技能者の類 
 型化を行い、技能者を４つのコアに分類した。そして、これらのコア技能者を、沿岸コア、船内コ 
 ア、コンテナ・コア、スーパー・コアと名付けた。 
 Ⅲ. 地震災害復旧の初動において、確保可能な技能者数を VMC という必要な免許・資格をすべて  
 持つコアを設定することで数量化し、不足する数を、一般リーダーと多能技能者を組合せることに 
 より確保の可能性が高まることを定量的に示した。 














  －港湾物流技能者…コア技能者としての自覚と、地震災害直後の初動に備えた訓練への参加等。  
●中・長期的実行計画： 
  －地方自治体・国…「沿岸荷役主任者」資格への地震災害復旧訓練の追加等、資格の見直しを行 
   う。援助物資集積場所の見直しや岸壁や道路の耐震化の推進。岸壁エプロンの液状化対策等。 
  －港湾運送事業者… 初動のコア技能者のみによる実施と、緊急災害輸送時の技能者参集体制を
確立すること。地上自治体や国との連携の強化等。 





























9 章では、1 章から 8 章までの各章で得た結論から、本研究の全体的なまとめを行った。 
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第 1 章 序論 
 






















路と異なり大地震の被害を受けやすい。1995 年 1 月 17 日の阪神・淡路大震災においても、公共岸壁
186 バースのうち 2 日後に使用可能であったのは、摩耶埠頭の耐震強化岸壁を含めて 9 バースのみで
あったという(7)。日本建築学会のまとめた「阪神・淡路大震災調査報告総集編」（8）によると、兵
庫県土木部の算定(9)による港湾の被害総額(5,944 億円)は、図 1-1 に示すように、高速道路や一般道
路を合わせた道路被害総額(5,583 億円)を上回り、土木施設総額 1 兆 4,845 億円の 40%を占め 1 位とな
っている。また、図 1-2 に示すとおり、阪神・淡路大震災における約 9 兆 9,000 億円を超えるといわ
れる被害総額の中で、港湾被害は 1 兆円(10.1%)と、建築物に次ぐ第 2 位を占めている。 
 港湾の経営については、通常、開発は国、運営は度道府県あるいは市等の地方自治体によって行わ
れるが、阪神・淡路大震災の被害総額をみても、港湾投資がいかに莫大なものか、また、港湾海上施
設の大地震に対する脆弱性が窺える。また、神戸港では、専用 18、公共 14 の計 32 バースのコンテ
ナ埠頭で貨物の荷役を行うガントリー・クレーン 54 基全てが使用不能となり(10)、コンテナ埠頭が
一部復旧されるまでに 2 か月を要している。さらに、神戸港で扱うコンテナ個数については、震災後






































                                
               出所：「阪神・淡路大震災調査報告総集編」                      出所：「阪神・淡路大震災調査報告総集編」              
                            日本建築学会, 2000 年 3 月）                                 日本建築学会, 2000 年 3 月 
 




 日本はその地理的位置から地震の脅威にさらされ続けており、1994 年から 2003 年までの 10 年間
で世界中に起こった M.6.0 以上の地震総数 960 回のうち、約 2 割は日本で起こったといわれている。

















            0%       0.1%       3%        6%        26%      100% 
出所)「全国を概観した地震動予測地図」2009 年版を基に西口編集 
図 1-2 今後 30 年以内に震度 6 弱以上の揺れに見舞われる確率の分布（平均ケース・全地震） 
  
 


















































































































録し神奈川県内で 134 隻の船舶を流出させた 1949 年 8 月のキティ台風が知られている(25)。しかし、
台風の被害にあったのは港湾の施設よりも船舶であり、関東大震災時の横浜港や阪神淡路大震災の神
戸港の甚大な被害に比べると、地域経済や雇用に与える影響も限定的であったといえる。実際、台風
による港湾被害額が 1961 年から 2006 年までの 46 年間の最高年間被害額が 100 億円を超えるものが

































第 3 節 論文の構成 
 











示する。7 章では、船内荷役及び沿岸荷役について、それぞれ 3 つの方式を示すことで、地震災害時
の緊急輸送で、どれだけの貨物が輸送可能か、港湾物流の視点から示す。8 章では、本研究から得ら
れる短期的及び中・長期的な提言を関連する団体及び技能者個人に示すと共に、本研究を発展させる


















図 1-5 論文の構成図 
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第 2 章 地震災害と港湾物流 
  






















は、「耐震強化岸壁緊急整備プログラム(平成 18 年～22 年)」により耐震強化岸壁の促進策として、耐
震強化岸壁を特定と標準の 2つ分ける方法をとることで、耐震化率を 70％に上げる政策へ転換した。
これによると、耐震強化岸壁は下記の 2 つに分けられる。 
① 耐震強化岸壁（特定） 
300～500 年に 1 度発生する、想定最大の地震時でも被災直後から利用可能。 
② 耐震強化岸壁（標準） 
100～150 年に 1 度発生する地震時では被害直後から利用可能。 
 
● 事業継続計画(Business Continuity Plan: BCP) 



















                    出所：「事業継続ガイドライン第一版」内閣府防災担当, 2005.8  
 


















































































● 港湾物流技能者(port logistics technicians) 
 港湾物流業務を行う技能者であり、国土交通省や厚生労働省の定める港湾物流に関連する免許又は
技能講習を修了した有資格者である。本研究においては、港湾労働法で定められた港湾労働者と港湾



















































































表 2-1 埠頭における耐震対策の略年表 
阪神・淡路大震災以降の耐震強化岸壁の工事数
地震 技術成果/設計実務への反映
1964 新潟地震 1964 港湾地域強震観測の実施
1968 十勝沖地震 1970 液状化判定法
1973 根室半島沖地震 1975 震度法の確立



























井合進：我が国の港湾の耐震化設計の変遷, CDIT（財）沿岸技術研究センター機関紙,pp.10-11, 2008.10 を基に編集 
 
港湾物流施設については、公共事業コスト構造改革(2003 年 3 月)の一環として、2006 年 4 月に港
















































































検討する。図 2-4 は、1 章における図 1-3 研究の位置づけで示した 10 の業界について、復旧に関連す
る人材の視点から取り出したものである。これらの丸印で示された各業界については、その業界の特















































        出所)職業名については労働研究研修機構のキャリア・マトリクスを参考に西口編集 
 


































土木 ○ ○ ○ ○ ◎ 　




電気 △ ○ ○ △
鉄道 △ ○ ○
陸上輸送 ○ ○ △ △
海上輸送 ○ △ △ ○ △ △


































































2－2－6 本研究のフレームワーク  









表 2-3 研究の必要な分野と本研究の対象 
産業グループ 産業 災害復旧作業 復旧人材の確保 緊急物資量 
土木 ◎     
インフラ系 
建築 ◎ △   
水道 ○ △   
電話 ○ △   
ガス ○ △   
ユーティリティ系 
電気 ○ △   
鉄道 ○ △   
陸上輸送 △   △ 
海上輸送 △ △ △ 物流系 
港湾物流 △    












































  注) ⇒以下に研究の目的を示した。 
図 2-6 本研究のフレームワーク 
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第 3 節 地震災害と港湾 
 
日本の近代港湾史上において、「大震災」と呼ばれる 2 つの大地震が日本を代表する 2 つの港湾の
位置する地域で発生し、港湾物流機能に甚大な被害を与えている。表 2-4 の港湾物流年表に示すよう




表 2-4 港湾物流年表 













1972 神戸六甲アイランド着工（1980年使用開始) 世界最大タンカー「Gトウキョウ」進水 日中国交正常化
1974 第１次オイルショック



























大地震災害への切迫性が増している。平成 17 年 8 月に内閣府の行った調査では今後 10 年以内に大
地震の起こる可能性について 64.4%が起こると答え、平成 9 年度の同様の調査の 36.2%を大きく上回
り地震災害への関心が高まっている(46)。同年 9 月中央防災会議が公表した「首都直下地震対策大綱」
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によると、首都直下型地震の被害では死者数約 11,000 人、経済被害額 112 兆円と言われている(47)。
それに伴い、日本経済団体連合会では、平成 18 年度から「防災に関する委員会」を従来の特別懇談
会から昇格させ(48)、国土交通省では地震災害対策としての港湾ＢＣＰ(Business Continuity Plan:事業
継続計画)が平成 18 年度の重点課題の一つに取り上げられている。 
 平成 18年度から国土交通省関東整備局港湾空港部によって行われている港湾BCPによる協働体制
構築に関する委員会は、中央防災会議で策定された「事業継続ガイドライン」(49)に呼応するもので、












震災翌日の 9 月 2 日昼過ぎに大阪と神戸から救援船が送り出され、3 日午後 9 時半には横浜港に到
着したものの、市内が混乱して治安を維持できないとの理由で上陸を許されず、救援物資の陸揚げも




著しい困難が伴ったこと等、諸説ある(52)。鉄道・橋・道路の破壊による孤立した中で、9 月 7 日に
鉄道が開通するまで救援手段は船によるしかなく、被災後横浜の人口 44 万 6,000 人のうち死者は 2









ベースで全体の約 1/3 と重要な輸送手段となっている(55)。これは、英国の約 1/4 や、米国の約 1/8、



























































    合計：24.7 兆円 
    出所：(社)全日本トラック協会 
    「トラック輸送産業の現状と課題」 
 




























出所) 松橋幸一: 「港湾荷役」港湾短大テキストより西口加筆   
 


















第 4 節 災害復旧のための港湾物流～神戸の事例 
 
2－4－1 阪神大震災と神戸港 
 1995 年 1 月 17 日早朝 5 時 46 分に阪神・淡路大震災が発生するまで、阪神地方の大多数の人々は
関西には大地震がこないものと思い込んでいたという。実際には、地震学者や地質学者の間では 1000









震後では、特に内国貿易の量の落込みが激しく、被災から 12 年たった 2007 年においても、内国貿易



































 神戸港においては、約 150 あるバースのうち、耐震強化岸壁設計の摩耶埠頭の 3 バースを除き、コ
ンテナ埠頭を初め大部分が使用不能となった。応急処置により、着岸可能なバースは、1 月 19 日の 9
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図 3-1 平常時の港湾管理者、港湾運送事業者、船社の相互関係 
 






















































図 3-2 地震災害後の港湾管理者、港湾運送事業者、船社による相互脅威 
 
 
 3－1－4 震災時に必要とされる港湾運送事業者と従業員 





















ア 医師、歯科医師又は薬剤師 キ 軌道経営者及び従業員
イ 保健師、助産師又は看護師 ク 自動車運送事業者及びその従業員
ウ 土木技術者建築技術者 ケ 船舶運送業者及びその従業員












































 この協定は、阪神・淡路大震災での教訓から 1996 年に当時の横浜市長と横浜港運協会会長との間
で締結されたもので、下記より構成されている。 
（1） 災害援助応急措置の協力に関する協定･･･第１条から第 14 条 








































4 月 30 日までに横浜港運協会より横浜市にに通知することが謳われているものの、人員の具体的な
要件については触れられていない。また、筆者が行った横浜港運協会でのヒアリングにおいても、協
定締結から 10 年以上経過し、国土交通省の BCP 等により港湾における早期復旧への関心の高まる中
で、より具体的に検討する必要があることがわかった。 
 























ら復興までを 10 時間（フェーズ 0）、100 時間、1,000 時間、1 万時間という長期に亘り復興までの道
筋を示している(11)。防災訓練においては、限られた時間で必要な訓練をこなさなくてはいけないた
めに、地震発生当日、翌日、翌々日をそれぞれフェーズ 1、フェーズ 2、フェーズ 3 として訓練が行
われることが多い(12)。また、救急関係者の間では、地震後 72 時間以内は、被災者の生存率が高い
ことから「黄金の 72 時間」と呼ばれ、緊急性がそれ以降と区別されている。 
本研究においては、図 3-4 に示すように、情報通信で行われる再開処理の手順(13)等を参考に、地
震発生直後をレベル 1：初動（24 時間以内）とし、レベル 2：応急処理（24 時間以内に開始）、レベ
ル 3：緊急災害輸送（48 時間以内に開始）、レベル 4：通常業務再開（72 時間以内に開始）といった
スケジュールで復旧を考える。ここで、レベル 1 とレベル 2 については、緊急処理と考え、他の 2
つ、レベル 3 とレベル 4 については、暫定的な人材と体制で行うものの、通常業務により近い作業
と考えられる。特に、レベル 1 においては、実際に機械を使わないまでも、機械について知ったう
えでの判断が求められ、レベル 2 には多様な機械の運転、操作が求められることになる。 
 
復旧完了へ





























注2： 障害処理プログラム（電子通信用語辞典、電子通信学会編、コロナ社、1984年参照。  
 








































                 
     
    出所)「港湾運送業の在り方に関する懇談会」資料を参考に西口作成 
 








































































































































































































 地震災害復旧の 4レベルに対応して埠頭において様々な作業が必要になる。図 3-8は、地震発生後、
必要となる作業のフロー・チャートで示したものである。 






















































① 復旧に必要な作業についてのスクリーニング    
② 復旧のレベル毎に復旧作業のブレークダウン    
③ 港湾物流において必要な資格・免許のリスト    
④ 復旧作業毎に必要な資格・免許の分析と検討 
 なお、それぞれの手順については、下記の文献等を参考に行った。 















害復旧作業、またそれらに必要なスキル(資格・免許)を図 3-9 から図 3-12 に示す。 






































図 3-9 レベル 1：初動の作業と必要なスキル 
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図 3-11 レベル 3：緊急災害輸送の作業と必要なスキル 
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 ここで、表 3-3 に従って、4 つのレベルそれぞれの復旧作業と必要なスキルについて説明する。 
 






















































崩落バース・ヤード亀裂の確認 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○
電源確保の確認 △ △ △ △ △ △ △ △
機械の被害状況確認（目視）・報告 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △  
機械業者への修理要請 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
ヤード内負傷者への救助 ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○ ○
復旧作業の段取と手配 ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
破損岸壁への応急処置（鉄板補強等 △ △ △ △
手作業による荷物の移動 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
ヤード内作業者への応急処置 ○ ○ △ △ △ △ ○ △ △ ○ △ △ △ △ ○
使用可能機器の搬入 ○ ○ △ ○
ヤード内散乱コンテナ片付け △ △ △ △ ○ ○ ○
蔵置コンテナの移動 △ ○ △ ○ ○ ○
上屋内散乱貨物の片付け △ △ ○ ○ ○ ○
破損コンテナの移動 △ △ ○
応急処理手順の検討と指示 ○ ○ ○
水没コンテナ撤去 　 △ △ △ ○ ○ △ △
破損コンテナの修理（溶接） △ △
倉庫内積み上げ ○ △ △
船外への貨物の移動 △ △ ○ ○ ○
港湾から街中への運搬 △ △
大型自動車への荷積み △ △ ○ ○ ○ ○ △ △
船内での荷役の指示 △ ○
ボランティア要員等への指示 ○ ○ △ △ △ △ △ △ ○ △ △ △ △ △
積卸し計画書作成 △ △ ○
コンテナのヤード内搬入 ○ ○ 　 　
コンテナ船への荷役機械操作 ○ ○ ○ ○ ○
コンテナ荷役の人員配置と指示 ○ ○ ○ ○ ○ ○
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18 年 11 月下旬から平成 18 年 2 月上旬まで、アンケートの発送及び回収方法については横浜港運協
会を通しての手渡し、Ｅメール、ＦＡＸ、又は郵送とし、会社名は記名式、従業員名については無記
名式とした。対象は、横浜港運協会に所属する 6 団体、全 231 社である。 
 
4－2－2 調査票の設計と配布 


















上記、合計 12 項目の合計の合計 59 資格について調査を行った（参考資料参照）。
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第 3 節 アンケート調査の結果 
 
4－3－1 アンケート調査結果の概要 



























A. 横浜エゼント会 27 23 85.2% 23 85.2% 587 16.9% 
B. 横浜回漕協会 45 45 100%  10 22.2% 150 4.3% 
C. 横浜港湾荷役協会（船内） 18 18 100% 15 83.3% 1264 36.4% 
D. 横浜港湾荷役協会（沿岸） 32 32 100% 29 90.6% 716 20.6% 
E. 京浜海運貨物取扱同業会 62 32 51.6% 28 45.2% 312 9.0% 
F. 横浜検数検定協会 4 4 100% 4 100% 299 8.6% 
G. 横浜港運関連事業協会 43 20 46.5% 19 44.2% 140 4% 





記の 4 点が挙げられる。 
① 港湾における資格取得者の豊富さ  
 今回のアンケートを通して、港湾物流で働く人々がフォークリフトを筆頭に多様な資格を保持し
ていること、それを地震災害復旧のために活用する用意があることが確認できた。全体で一人平均
2.7 種類の資格を有し、荷役機械の運転を初めとする技能系だけを見てみると平均 3.85 種類の資格






























7.1% 6.6% 6.5% 6.1% 5.9% 5.1%










































































































































































荷役に関連する 21 資格について、取得率の高いものから並べたものを図 4-2 に示す。資格保有者
の半数以上がフォークリフトの運転資格を有しており、玉掛(Wire Slinging)、大型特殊自動車













































7.1% 6.6% 6.5% 6.1% 5.9% 5.1%















































































































































































































































ガントリークレーン 213 213 19 175 55 13 172 131 3 6 136 156 126 111 24 9 15 12 6 1 1
クレーン 213 757 78 545 165 53 615 286 3 61 403 472 359 225 89 58 44 45 26 10 3
小型移動式クレーン 19 78 178 132 30 21 138 59 2 22 94 106 60 41 30 27 34 23 20 9 1
玉掛け 175 545 132 1530 142 152 1187 459 13 100 469 716 344 315 208 212 105 76 49 52 5
ストラドルキャリア 55 165 30 142 205 24 192 75 1 24 153 205 139 64 41 15 7 4 1 4 0
大型フォークリフト 13 53 21 152 24 225 225 20 2 39 73 133 46 12 53 71 13 6 5 16 0
フォークリフト 172 615 138 1187 192 225 1874 389 9 128 622 924 477 267 205 227 78 83 54 71 3
揚貨装置 131 286 59 459 75 20 389 539 12 49 197 275 145 372 80 37 56 30 21 22 2
デリック 3 3 2 13 1 2 9 12 13 0 3 4 4 6 1 1 0 2 2 0 0
車両系荷役機械等作業指揮者 6 61 22 100 24 39 128 49 0 136 52 81 39 43 53 46 9 5 5 16 0
大型自動車 136 403 94 469 153 73 622 197 3 52 808 568 550 156 82 47 37 42 26 21 2
大型特殊自動車 156 472 106 716 205 133 924 275 4 81 568 1062 443 206 156 141 62 46 27 42 2
牽引自動車 126 359 60 344 139 46 477 145 4 39 550 443 579 120 63 35 13 24 15 10 2
船内荷役作業主任者 111 225 41 315 64 12 267 372 6 43 156 206 120 372 69 31 40 20 13 8 1
沿岸荷役作業主任者 24 89 30 208 41 53 205 80 1 53 82 156 63 69 229 114 29 16 10 24 1
はい作業主任者 9 58 27 212 15 71 227 37 1 46 47 141 35 31 114 245 27 9 7 24 0
酸素欠乏・硫化水素危険作業主 15 44 34 105 7 13 78 56 0 9 37 62 13 40 29 27 135 24 13 6 0
ガス溶接技能者 12 45 23 76 4 6 83 30 2 5 42 46 24 20 16 9 24 103 55 5 1
アーク溶接特別教育修了者 6 26 20 49 1 5 54 21 2 5 26 27 15 13 10 7 13 55 71 4 0
チェーンソー作業従事者 1 10 9 52 4 16 71 22 0 16 21 42 10 8 24 24 6 5 4 81 1
ボイラー溶接士（特別・普通） 1 3 1 5 0 0 3 2 0 0 2 2 2 1 1 0 0 1 0 1 6
 




































































図 4-3 一人当たりの資格の数と資格保有者数 
 





















































図 4-5 港湾物流における管理職及び現場責任者 
 
 また、ガントリー・クレーンの資格保有者（213 人）のうち、実際にガントリー・クレーンの仕事



























図 4-6 ガントリー・クレーン実務者(現役)と有資格者の内訳 
 
 荷役関連以外では、阪神・淡路大震災時に機動力の良さで活躍したことが知られている大型バイク


















ととした。例えばボイラー溶接士については、資格保有者が 6 名と極端に少なく、また回答した 3
人の資格取得時期は 1967 年から 1970 年とかなり以前に取得したものであった。また、クレーン資格
に組み入れられているために、2001 年以降の資格取得者数はいないデリックについても除外した。
数量化Ⅲ類による固有値、寄与率、累積寄与率、相関係数を表 4-3 に示す。 
 
















1st 0.3589 16.28% 16.28% 0.5991 
2nd  0.3289 14.92% 31.20% 0.5735 
3rd  0.2399 10.89% 42.09% 0.4898 
4th  0.2070 9.39% 51.48% 0.4550 
5th  0.1867 8.47% 59.96% 0.4321 
6th  0.1647 7.47% 67.43% 0.4059 
7th  0.1573 7.14% 74.56% 0.3966 
 
 上記の結果、一般に説明力が高いとされる相関係数が 0.5 以上の 2 軸について、最も相関係数の高
いカテゴリーを 1 軸、次に高いカテゴリーを 2 軸として棒グラフに表したものを図 4-7 に示す。1 軸
については最も数値の高いのがガントリークレーン、次に高いのが牽引自動車、大型自動車と続き、









を示す指標と考えた。尚、3 軸から 7 軸までは、相関係数が 0.5 以下であることから用いていないも





































図 4-7 .第 1 軸と第 2 軸のカテゴリー数量 
 
 
表 4-4 数量化Ⅲ類によるカテゴリー数量一覧 
カテゴリ 第1軸 第2軸 第3軸 第4軸 第5軸 第6軸 第7軸
ガントリークレーン 1.4025 0.7247 0.4040 -0.8742 0.4627 2.4174 0.5934
クレーン 0.7873 0.1096 -0.0292 -0.2147 -0.1317 2.1236 0.6821
小型移動式クレーン 0.1228 -0.0647 1.5382 6.6192 1.2508 0.4258 -0.2360
玉掛け -0.5350 0.6090 -0.6623 0.2757 -0.7866 -0.2951 1.5392
ストラドルキャリア 0.9994 -0.6441 0.6248 -0.2496 0.0727 2.3391 -1.0389
大型フォークリフト -2.3812 -1.1552 1.5679 -1.2638 4.7128 -0.0587 2.1375
フォークリフト -0.7232 -0.2443 -1.2232 -0.0011 0.2502 -0.0250 -1.0007
揚貨装置 0.7426 2.2492 0.3979 -0.2570 0.7251 -0.9708 -0.5240
大型自動車 1.1670 -1.2944 0.3982 -0.1003 -0.1806 -1.4384 0.3449
大型特殊自動車 0.0838 -0.5822 0.0945 -0.0687 -0.0260 0.2160 -0.7810
牽引自動車 1.3450 -1.3554 0.4034 -0.3281 -0.3275 -0.7645 0.3381
船内荷役作業主任者 0.9694 2.3751 0.7852 -0.5197 0.8631 -0.8846 -0.8705
沿岸荷役作業主任者 -1.4300 0.3216 2.7372 -0.5173 -1.7314 0.0762 -1.2200
はい作業主任者 -2.6774 -0.1165 2.8491 -0.4874 -2.0998 0.1801 -0.439562  
  



















































 n 個の個体について，p 個の変数 Xi1， Xi2， ... ， Xip（ i = 1，2， ... ，n ）があるとする。初
期状態として，n 個のクラスターがあるとする（各クラスターは 1 個体ずつを含むと考える）。  





























































































< 1> < 2> < 3> < 4>
変数名 変数名 変数名 変数名
ガントリークレーン 小型移動式クレーン 大型フォークリフト 揚貨装置
























図 4-9 クラスター分析による樹形図 
 
 









1  揚貨装置 - 船内荷役作業主任者 0.6196
2  大型自動車 - 牽引自動車 0.6939
3  ガントリークレーン - クレーン 1.0158
4  沿岸荷役作業主任者 - はい作業主任者 1.0552
5  フォークリフト - 大型特殊自動車 1.0588
6  玉掛け - フォークリフト 1.1474
7  ガントリークレーン - ストラドルキャリア 1.2529
8  大型フォークリフト - 沿岸荷役作業主任者 1.3177
9  小型移動式クレーン - 玉掛け 1.4246
10  ガントリークレーン - 大型自動車 1.4465
11  小型移動式クレーン - 大型フォークリフト 1.5074
12  ガントリークレーン - 揚貨装置 1.8654
13  ガントリークレーン - 小型移動式クレーン 1.9630
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図 4-11 平均資格保有年数 
 
4－4－3 多能技能者の対応範囲 
地震災害復旧作業のレベル 1 から 4 について、沿岸系、船内系、コンテナ系の資格・免許グループ
を用い、3 章の表 3-3:地震災害復旧の 4 つのレベルに必要なスキルを整理したものが表 4-7 である。
各レベルにおいて必要性の高い資格を○印で表し、網掛けして示している。沿岸系、船内系、コンテ
ナ系が、それぞれレベル 2、レベル 3、レベル 4 の復旧作業に強く対応していることが分かる。図 7
において、4 グループに分けた例を示したが、それはこの表に示したように、4 グループに分けた場





















































崩落バース・ヤード亀裂の確認 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
電源確保の確認 △ △ △ △  △  △
機械の被害状況確認（目視）・報告 △ △ △ △ △ △ △ △
機械業者への修理要請 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
ヤード内負傷者への救助 ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
復旧作業の段取と手配 ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
破損岸壁への応急処置（鉄板補強等） △ △ △ △
手作業による荷物の移動 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
ヤード内作業者への応急処置 ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
応急処理手順の検討と指示 ○ ○ ○
上屋内散乱貨物の片付け △ △ ○ ○
使用可能機器の搬入 ○ △
ヤード内散乱コンテナ片付け △ △ ○ △ △
蔵置コンテナの移動 ○ △ △




船外への貨物の移動 △ △ ○ ○
港湾から街中への運搬 △ △
大型自動車への荷積み △ △ △ △ ○ ○
船内での荷役の指示 ○ △
ボランティア要員等への指示 ○ ○ △ △ △ △ ○ △ △ △ △ △
積卸し計画書作成 △ △ ○
コンテナのヤード内搬入 ○
コンテナ船への荷役機械操作 ○ ○ ○
コンテナ荷役の人員配置と指示 ○ ○ ○ ○ ○
事務書類作成 △ △






































回答者 3,468 人中、沿岸コアは 133 人（3.8％）、船内コアは 154 人（4.4％）、コンテナ・コアは 220



































































ンケート調査を行うことで、231 社中 174 社(回答率：75.3％)、3,468 名の回答を得た。特に荷役に関
連する事業者からは、100％の回答を得ることができた。 
 ② 荷役に関連する 21 資格について取得率の高い資格・免許としてはフォークリフトを筆頭に、
玉掛、大型特殊自動車等があり、港湾物流に携わる従業員が複数の資格を有すること、一方、ガント
リー・クレーンやストラドルキャリアは、保有資格者の数は少ないものの、それらの保有者を見てみ
ると、1 人当りの平均保有資格数が 6 以上と大きいこと等、何らかの傾向があることがわかった。 
 ③ そこで、港湾物流業務に携わる技能者が保持する 21 の荷役関連資格間の相対的関係をみるた
めに、資格の保有・非保有という質的データについて、数量化Ⅲ類を用いて多変量解析を行った。数
量化Ⅲ類を行うことで、資格間の関係を少数の潜在変数(カテゴリー)で見ることが可能となり、最も





 ⑤ 地震災害復旧作業のレベル 1 からレベル 4 について、沿岸系、船内系、コンテナ系の資格・免
許で、3 章で得た地 震災害復旧の 4 つのレベルに必要なスキルを整理すると、沿岸系、船内系、コ
ンテナ系がそれぞれレベル 2、レベル 3、レベル 4 の 3 つのレベルに対応していることがわかった。 
 ⑥ 地震災害の復旧の初期には、技能の多能性と復旧活動への責任が必要であることから、この 2
つでコア技能者を定義した。その結果、沿岸系、船内系、コンテナ系に対応するコア技能者を、それ
ぞれ沿岸コア、船内コア、コンテナ・コアと名づけた。さらにこられ 3 つのコア技能者としての資格・
免許を併せ持ち、レベル 1 の初動に対応するコア技能者をスーパー・コアと名づけた。  
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図 5-1 復旧の 4 つのレベルとコア技能者 
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復旧完了へ









































 これらスーパー・コア、沿岸コア、船内コア、コンテナ・コアの 4 つのコア技能者については、そ






















図 5-2 地震災害復旧レベルと 4 つのコア技能者 
 70 


















































P4：交通 OK の確率 






避難者数：R （503,034 人） 
市内在住者の合計：C （3,426,651 人） 
P1＝１－（D + I + R）/C  
その結果、自分無事の確率：P1 は 0.896 となった。家族ありの確率については、実際のアンケート
結果からコア技能者毎の扶養家族有りの数値を用いることとする。家族無事の確率 P3 は、P1 と同様















た場合には 1.7 倍の 27,630 人になるという試算を参考に、コア技能者を導入しなかった場合に 50%






3 について算出したものを次項以降に示す。レベル 2 の応急処置については、岸壁の補修や荷役機械
の修理等、外部機関に依存する度合いが大きいことから、また、レベル 4 については、通常の業務の





枢港湾の中核をなす本牧 B・C 突堤から直線距離で 10Km 以内に居住するコア技能者の数が明らかに
なった。 
 
図 5-4 コア技能者の居住地 
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第 3 節 必要なコア技能者～レベル 1 及びレベル 3 
 


















出所) 横浜港港湾計画 2006 年 6月発行 























A 8 1.80（1.1） 貨物／コンテナ 4.5 9
6BC 7 1.59(1.39) 貨物／コンテナ 4 8
D 5 1.22(1.22) コンテナ 3 6
新建
材 2 0.33 建材 0.8 1.6
2
南本牧 MC 2 0.7(0.7) コンテナ 1.8 3.6
大黒
C 4 1.3(0.7) 多目的／コンテナ 3.3 6.6
4
L 1 0.2 外航船 0.5 1
P 4 0.52 内航船 1.3 2.6
T 9 1.83 外航不定期船 4.6 9.2
山下 No. 1～10 10 1.86 貨物 4.7 9.4 2
合計 11.35(5.11) 28.5 57 14
 前述の 2 つの仮定を基に推算すると、横浜港の主要埠頭である本牧、南本牧、大黒、山下の各埠頭
を点検には表 5-1 で示すように、合計約 14 人のスーパー・コア技能者が必要であることになる。 
 


















・ 扶養家族有り：95.7% (22 人) 
・ 徒歩可能：54.5％ (12 人) 
であることから、スーパー・コア技能者が埠頭へ来る確率は 37.4％、期待値 9 人という数値を得た。





 5－3－2 災害時の緊急輸送 








 阪神淡路・大震災時においては、上水道施設の完全復旧までに 3 か月を要し、断水により日常生活
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が大幅に制約された地域があるという(7)。最も被害の大きかった地域の一つである神戸商船大学の
周辺では、電気が復旧したのが地震の発生(1 月 17 日)から 4 日後なのに対して、水道・ガスの復旧に
葉 2ヶ月以上と大幅に遅れたことが報告されている。学生寮や体育館・武道館に 1月 21日時点で 1,060













・ 毛布 1 枚：2Kg 
・ おむつ 1 枚：0.1Kg、 
・ 簡易トイレ 1 基：10Kg   
 この仮定を東海地震時の静岡県の物資必要量に当てはめると表 5-2 に示すように、総重量：29,434t
が静岡県の 120 万人の被災者に 1 週間に必要となる。そこで、1 人 1 日当たり 3.5Kg(①)の援助物資
が必要であることがわかる。また、援助物資の総量を 1 都 7 県に拡大すると、1 人 1 日当りの重量は、
5.4Kg(②)となる。1 都 7 県の必要量が上がったのは、愛知県で最も飲料水を必要とすることによるも
のである。 
 
表 5-2 緊急物資量の推定 
静岡県のケース
(避難者：120万人) 飲料水 食料 粉ミルク おむつ 毛布 簡易トイレ 総重量
避難者1人当り
重量
応援物資必要量 22,000t 1,400万食 7.8t 43万枚 18万枚 2,300台 ‐ ‐
　
1日当り応援物資
必要量(物流量:) 22,000t 7,000t 7.8t 43t 360t 23t 29,434t 3.5Kg
出所： 中央防災会議幹事会(2003年12月)を基に重量の仮定により算出
1都7県のケース
(避難者：190万人) 飲料水 食料 粉ミルク おむつ 毛布 簡易トイレ 総重量
避難者1人当り
重量
応援物資必要量 60,000t 2,300万食 10t 45万枚 18万枚 2,600台 ‐ ‐
　
1日当り応援物資
必要量(物流量:) 60,000t 11,250t 10t 45t 360t 26t 37,732t 5.4Kg
- 食料関連 - - 衣料関連 - - 住居関連 -
 
 




















5－3－2 レベル 3：災害緊急輸送に必要とされる船内コア技能者 
前項で得た緊急輸送 1 日当りの所要量と対応する荷役人数、ギャングの必要数の推定を表 5-3 上段
に示す。なお、荷役人数の算出に当っては、雑貨の荷役を行う場合、在来船の 1 人/1 日当たりの平均
作業原価計算を参考に行った場合、 1 ギャングの構成人員を 15 名とした場合の 1 人/1 日当たりの生
産量は約 20ton、1 人/1 時間当り 2.5ton とされている (9)。また、現在は雑貨の多くはコンテナにより
輸送されるが、在来船が主流であった 1960 年代当時の実測データによると、1 人/1 時間当り 1.7ton
という数値もある(10)。前者は、生産性の面からの目標値であること、地震災害後であることを考慮
して、後者の 1 人/1 時間当り 1.7ton、即ち 1 日当り 13.6ton を用いることにする。 





や家族の無事、本牧 B･C 埠頭から 10Km 以内に居住する等から確保可能な船内コアの人数をディジ
ージョン･ツリーにより求めると、船内コア 154 人中、扶養家族有りが 121 人、10Km 圏内の居住者





港一港で賄う可能性は低い。   

















避難者数 1,200,000 340,000 500,000 1,500,000
飲料水 22,000 22,000 0.01833 6,233 9,167 27,500
食糧 14,000,000 7,000 0.00583 1,983 2,917 8,750
粉ミルク 7,800 8 0.00001 2 3 10
毛布 180,000 360 0.00030 102 150 450
おむつ 430,000 4 0.00000 1 1 4
簡易トイレ 2,300 23 0.00002 7 10 29
 
合計（ｔ）
(1週間） 29,394 0.02450 8,328 12,248 36,743





資量を図 5-5 の下段に示す。この場合、陸上輸送を考慮して必要物資の 25％が港湾荷役を通じて供
給されるものと仮定しても、横浜直下型と南関東地震共に、8 割程度の船内コアを確保することしか
できない。さらに、東京北部地震については、必要なコア技能者の数は 272 人となり、10km 圏内に
居住する船内コアでは神奈川県全体の避難者へ必要とされる物資(総量の 25％)を提供することは難
しい。 
また、南関東地震の場合、埠頭から 10Km 以内に居住する船内コア技能者が 87 名であることから
推算すると、荷役要員 1 人当たりの荷役量：13.6ton という仮定の元では、1 日最高 8,870 ton 程度が
































































第 4 節 レベル 2 及びレベル 4 におけるコア技能者の導入 
 
5－4－1 レベル 2：応急処置で必要とされる沿岸コア技能者 
































































5－4－2 レベル 4：通常業務再開で必要とされるコンテナ・コア技能者 
























































図 5-7 レベル 4：通常業務再開のフロー 
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第 6 章 VMC の導入によるコア技能者の有効性の検討 
 
第1節 レベル 1：初動における技能者の確保 
本章では、地震災害復旧時の初動で活躍が期待される港湾物流技能者について、必要な技能者数と
確保可能な技能者数を埠頭毎に数量的に明らかにすると共に、技能者確保の可能性を高める方策を提
















6－1－1 初動時、埠頭毎の技能者の確保  































































らに分類し、図 6-3 右に示すように、沿岸、船内、コンテナの 3 つのコア技能者の内、２つのコア技

































































































































(Level 1) 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
コンテナ系 　船内系 沿岸系 基本系
第 2 節 復旧初動時における VMC (Virtual Mighty Core) 
 
6－2－1 VMC の定義 




から、レベル 1 に必要なこれらの資格等を全て有する技能者を Virtual Mighty Core (VMC)と定義する。 
 










を VMC 確保率と定義する。ある技能者集団において総数を Nt、技能者集団によって構成される VMC
の数を Nv とした場合、VMC 確保率 Rs は、以下の式で表わされる。 





































































































































































































































中 4.3 4 鶴見 6.8 0 中 6.8 0 中 1.8 1
西 7.1 4 中 7.1 0 磯子 7.4 0 西 4.6 1
南 7.7 5 神奈川 9.4 0 南 8.5 0 南 5.2 1
磯子 8.1 5 西 9.9 0 西 9.4 0 神奈川 6.1 1
神奈川 8.6 6 川崎(川) 10.1 0 港南 10.9 0 保土ヶ谷 7.1 1
保土ヶ谷 9.6 6 南 10.5 0 神奈川 11 0 磯子 7.5 1
港南 11.3 6 港北 11.1 0 保土ヶ谷 12 0 港南 8.9 1
鶴見 12.6 8 幸(川) 11.3 0 鶴見 15.5 0 鶴見 11.7 1
港北 14.5 9 磯子 12.3 0 栄 15.8 0 港北 12 2
旭 15.2 9 保土ヶ谷 12.3 1 金沢 15.8 0 旭 12.7 2
川崎(川) 15.8 9 港南 14.1 1 港北 16.9 0 栄 14.6 2
栄 16.5 9 中原(川) 15.4 2 旭 17.5 0 川崎(川) 14.9 2
金沢 16.6 10 旭 18.1 4 川崎(川) 18.7 0 幸(川) 15.9 2
幸(川) 17.1 10 都筑 19.3 4 戸塚 20.3 0 緑 16 2
緑 18.5 10 緑 19.5 4 幸(川) 20.3 0 金沢 16.1 2
都筑 19.4 10 栄 20.2 4 緑 21 0 都筑 16.9 2
瀬谷 20.5 11 戸塚 20.8 4 瀬谷 23.3 0 瀬谷 18 2
戸塚 20.7 11 金沢 21.1 4 青葉 24.1 0 戸塚 18.2 3
中原(川) 21.1 11 青葉 21.6 4 泉 24.3 0 青葉 18.9 3
青葉 21.4 11 瀬谷 23.5 4 都筑 24.4 0 中原(川) 19.3 3
泉 24.6 11 泉 24.8 4 中原(川) 24.9 0 泉 22.2 3











横浜港の場合、レベル 1 においてスーパー・コアのみで復旧に必要な VMC を構成できる埠頭はな
い。そこで、スーパー・コアに次いで効率よく VMC が構成できるサブ・コアを含めることとし（図
6-2 右の SP と LSC、CLC、SCC 部分）、スーパー・コアと 3 種類のサブ・コアを対象に、4 つの埠頭
について居住する区を埠頭から距離順に並べ、確保可能な VMC の累積数を算出した（表 6-2）。より
実態に合わせるため技能者の歩行距離を地図ソフトで測定することにした。具体的には、技能者の居
住する区の区役所から各埠頭毎に設定した距離計算基準点までを歩行距離とし、地図ソフトのルート
に従い計測することで行った。表 6-2 中の太線は VMC が確保できない範囲を示している。本牧埠頭
では本牧埠頭のある中区居住者が多いため中区区役所から埠頭までの距離が 4.3kmから VMCが確保
できるのに対し、大黒埠頭では埠頭から 12.3Km の保土ヶ谷区迄範囲を広げて初めて VMC を確保で
きることがわかる。 
 



















第 3 節 技能者の組合せによる VMC の確保 
 
6－3－1 埠頭毎の VMC 確保状況 
地震災害時の陸上からの埠頭点検は徒歩以外では難しい。そこで徒歩での点検に必要な時間を横浜
港湾局に問合せたところ、本牧 B・C 埠頭で半日程度必要という回答を得た。5 章同様、地震災害時
は平常時の 2 倍の時間がかかると仮定し、埠頭毎の岸壁長と本牧 B・C 埠頭の岸壁長の比率から、必





組合せでは、一般に徒歩圏内とされる 10Km 以内(8)に居住する技能者のみでは VMC 等が確保でき場
合もあることがわかった。たとえば、本牧埠頭と共にコンテナ港として知られる大黒埠頭の場合、埠















図 6-6  埠頭からの歩行距離による VMC の確保～スーパー･コアとサブ・コアによる 
 
 
6－3－2 技能者の組合せによる VMC の確保 
そこで、確保可能な VMC の数を効率的に増加させる方法を検討するため、図 2 に示したスーパ ・ー
コア(SP)、サブ・コア(LSC, SCC, CLC)、コア(LC, SC, CC) 、一般リーダー(L)、基本技能者(B)、多能
技能者(M)の 10 種類の技能者について、2 種類から 4 種類を組合せた場合の VMC 確保率と VMC 数







































図 6-7 2～4 の組合せによる VMC 数と確保率 
 
矢印①に示すように、スーパー・コア(SP)、サブ・コア(LSC, SCC, CLC)、コア(LC, SC, CC)の資格・
免許を持ついわゆるコア技能者(C)同士を組合せると、VMC 確保率は高いものの VMC 数に限りがあ
ること、一方、矢印②に示すようにコア技能者(C)とリーダー(L)、多能技能者(M)の資格・免許を持

















Ps = Pv × Pr 
Pv については、5 章のディジージョン・ツリーと同様に、①自分無事、②家族あり、③家族無事、
④交通 OK、⑤埠頭まで歩く意思を持つについてのそれぞれの確率により算出する。表 6-3 に南関東
地震を想定した確率を示す。 
 
表 6－3 地震災害時の埠頭参集可能な確率(Pv) 
南関東地震の例 本牧到着率 大黒到着率 南本牧到着率 山下到着率
SP+サブ・コア 0.6951 0.6932 0.6960 0.6968




増すごとに 10%ずつ参集者が減ると仮定する(図 6-8)。 








到着確率： Pr,  距離： x 
Pr=1 (0 ),  Pr=2 – x/10  (10 ) 
 
図 6-8 距離による埠頭到達確率の変化 
 
Pv と Pr を考慮した、地震災害復旧時に横浜港で確保可能な VMC の埠頭毎、距離毎の累積数を図
6-9 に示す。4 つの埠頭全てにおいて、VMC 数を確保できることがわかる。たとえば、大黒埠頭の場
合、（SP＋サブ・コア）の組合せでは、平常時において 10Km 以内に 0 であった VMC の数が、（L＋
M）の組み合わせを加えることで 6 確保可能になる。南本牧の場合、埠頭における荷役特性を考慮し
た VMC（VMC-M）が、（SP＋サブ・コア）の組み合わせでは 0 であったが、（L＋M）を加えること
で、3 確保可能となる。また、（SP＋サブ・コア）では平均的に 5 人から VMC が 2 形成されるのに






： 本牧埠頭で 必要な VMC数



















































具体的には、コア技能者については、沿岸、船内、コンテナ 3 つのコア技能者のうち、2 つのコア
技能者に属するものをサブ・コアとし、スーパー・コアや単独のコアと区別した。また、レベル 1：
初動に必要な全ての資格・免許を単独で有する技能者は有用であるが数が極めて少ないため、Virtual 
Might Core(VMC)と定義した。ある集団において VMC を有する比率を VMC 確保率と定義した。少
ない技能者で多くの VMC を形成できるほど効率よく復旧作業がおこなれれることから VMC 確保率
は大きいほど望ましいことになる。 
横浜港にある 4 つの埠頭において、確保可能な VMC 数の累積を歩行距離別に求めた。それによる
と埠頭毎に、VMC の確保に大きな差があることがわかった。たとえば、中区居住者の多い本牧埠頭
では、埠頭からの距離が 4.3Km 以内に VMC が確保できるのに対して、大黒埠頭では、12.3Km まで
広げて初めて VMC を確保可能になる。 
一般に徒歩可能とされる 10Km 以内に最も効率よく VMC を形成できるスーパー・コアとサブ・コ
アで VMC の確保ができない埠頭があるため、合計 7 つのコア技能者、多能技能者、一般リーダー、
基本技能者の 10 種類で、VMC 数と VMC 確保率が共に高い組合せを求めたところ、コア技能者に一
般リーダーと多能技能者を組合せた場合であることがわかった。そこで、スーパー・コアとサブ・コ
ア、さらに一般リーダーと多能技能者を加えて確保可能な VMC 数を求めた。その結果、大黒埠頭に
おいて 10Km 以内に 0 であった VMC が 6 に、南本牧埠頭では、同様に 0 であった VMC-M(埠頭にお
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第 7 章 緊急災害輸送におけるコア技能者の有効性の検討 
 


































































図 7-1 緊急災害輸送におけるコア技能者の配置例 
 
 なお、緊急災害輸送に必要とされる技能についての資格・免許の概要を表 7－1 に示す。 
 























7－1－2 緊急物資輸送の 3 つの荷役方式 


































































































































第 2 節 緊急災害輸送における 3 つの荷役方式 
 































































 ここで、緊急災害輸送に必要な人数を Pn、確保可能な人数を Ps をとすると、技能者の充足率 S は
下記の式で表わされる。 
S＝Ps／Pn 
 また、ある地域に必要な緊急物資量を Gn、港湾において荷役可能な物資量を Gs とすると、海上































現在の本牧 B・C 埠頭での荷役作業量を参考に(12)、また在来船の荷役については 5 章で示したもの
と同様に、雑貨の揚荷を想定し 1 人当り 1.7ton とする(13)。人力については、１人で運搬可能な重量



































































図 7-6 沿岸荷役の 1 人当たりの作業効率  
 99 
第 3 節 緊急災害輸送における必要な技能者数 
 
7－3－1 緊急災害輸送で必要な物資の量 
 地震災害時に必要な緊急物資の量について、5 章においては南関東地震の一日の 1 人当り必要量を
3.5Kg と 5.4Kg の 2 通りについて考えた。一方、1 人当り 7.6Kg を用いる研究もあること(6)から、本









 緊急災害物資を輸送する船舶が着岸するのは、本牧、大黒、南本牧、山下の 4 埠頭で唯一耐震強化
岸壁を有する本牧埠頭の B・C 埠頭耐震強化岸壁(長さ 390ｍ)を想定して下記の 3 つの場合について
考える。 
① コンテナ(ガントリー・クレーン)・・・本牧埠頭に接岸するフルコンテナ船のうち 2,700ton 程度
の貨物の運搬に最も容量の近い 5,000 総トンのコンテナ船が接岸した場合：3 基のガントリー・
クレーンが使用可能とし、1 基に 1 ギャング体制で荷役を行う。1 ギャング 11 名中、必要となる
クレーンの操作者は、1 隻当り 2 名、船内荷役主任者は 1 ギャング 2 名。 
② 在来船(クレーン付)・・・内航船で最も一般的な 499 型(500 総トン数未満)の貨物船(全長 70m) が
3 隻接岸した場合：1 隻にクレーン 1 基、1 ギャング 15 名で荷役を行う。ギャング毎に船内作業
主任者 2 名。 
③ 人力・・・コンテナ及び船舶クレーン共に使用不能で、人手により荷役を行う場合：緊急物資必
要量を W（ton）、人力による 1 人当り・時間当りの荷役量を 0.25ton とすると 1 日に必要となる
人数(Nh)は次式のとおりとなる。 
Nh=W/(0.25×8)     
 
7－3－3 沿岸荷役に必要な技能者数 





















中 4.3 68 116 61 67 420 654
西 7.1 68 121 66 76 458 723
南 7.7 93 157 89 91 636 1027
磯子 8.1 110 195 108 109 788 1267
神奈川 8.6 117 210 116 116 871 1441
保土ヶ谷 9.6 127 228 123 125 953 1567
港南 11.3 136 246 132 136 1062 1756
鶴見 12.6 138 250 138 150 1127 1871
港北 14.5 145 253 147 159 1179 1874
旭 15.2 157 263 153 170 1250 2110
川崎(川) 15.8 157 278 159 173 1284 2171
栄 16.5 158 280 161 180 1321 2240
金沢 16.6 170 295 168 189 1406 2392
幸(川) 17.1 170 296 170 190 1417 2416
緑 18.5 172 296 172 191 1433 2453
都筑 19.4 172 298 172 191 1445 2476
瀬谷 20.5 174 303 174 193 1477 2533
戸塚 20.7 180 313 186 203 1542 2663
中原(川) 21.1 180 315 186 203 1544 2669
青葉 21.4 180 317 187 205 1548 2677
泉 24.6 186 321 192 209 1583 2739
その他 30 213 372 229 245 1874 3468
埠頭からの距離
(区・Km)































南関東地震を想定し、1 人当りの物資必要量を 3.5Kg、5.4Kg、7.6Kg の 3 通りについて、船内と沿
岸という異なる荷役について充足率を計算した(表 7-3、表 7-4、表 7-5)。船内については、①コンテ
ナ・クレーン、②在来船(クレーン付き)、③人力の 3 つの荷役タイプについて、1 人当りの荷役量を
基に、船内荷役に必要な人数を算定した。沿岸荷役についても、④バン出し＋自動車積み、⑤自動車
卸し＋自動車積み、⑥人力の 3 つの荷役方式について、1 人当りの荷役量を基に、沿岸荷役に必要な
人数を算定した。 
ここで、必要とされる技能者数に対する確保可能な技能者数の割合を示す充足率は、表中◎は必要
数の 10 倍以上、○は、ほぼ 100%足りていることを示している。 
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①コンテナ 95.5 1 11 3 33 0.6 ガントリー 6 63 ◎(最大75,636ton)
②在来船(クレーン付) 1.7 3 15 3 135 7.6 船内主任 6 110 ◎（最大5,510ton：3交代で24H)























































①コンテナ 95.5 1 11 3 33 0.9 ガントリー 6 63 ◎(最大75,636ton)
②在来船(クレーン付) 1.7 3 15 3 135 12 船内主任 6 110 ◎（最大5,510ton：3交代で24H)
























































①コンテナ 95.5 1 11 3 33 1.2 ガントリー 6 63 ◎(最大75,636ton)
②在来船(クレーン付) 1.7 3 15 3 135 17 船内主任 6 110 ◎（最大5,510ton：3交代で24H)

























































技能者の確保可能数は 909 人となる。たとえば、1 人当り物資必要量が 5.4Kg の場合、船内荷役につ
いては 8 時間で必要量の 67.3％の 1,818ton の荷役が可能である。ところが、4.8km 離れている災害援
助物資の集積場所まで沿岸荷役を行うとすると、港湾物流技能者の確保可能数の約 18.6 倍の 108,000
















本研究においては、人手で貨物を運搬するのに、1 人で運搬可能な重量を 25Kg とし、船内か
























日常、力仕事とは無縁な港湾物流技能者にとって、1 人当り 25Kg が重過ぎる可能性があること
も考慮する必要がある。 
Ⅶ ヤード内の車両走行について 


































第 7 章の参考文献 
 
(1) 消防庁震災対策室指導室：震災時の緊急救援物資等防災資源の確保・提供方策に関する調査研究
報告書, p.9, 2000.3 
(2) 中邨章・幸田雅治：危機発生後の 72 時間, p.92, 第一法規, 2006.2 
(3) 横浜市防災会議：横浜市防災計画震災対策編,2005 
(4) 村尾修・稲積大：川崎市における圏域人口を考慮した防災備蓄物資の適正配置の提案, 日本建築
学会計画系論文集, pp.121-127, 2007.12 
(5) 石川友保・長田哲平・海老原弘次・井出博生・苦瀬博仁：病院において震災時の救急医療療に必
要な医薬品の量の推計方法に関する基礎的研究,日本物流学会誌第 15 号, pp.129-136,2007.6 
(6) 関東運輸局船舶部：災害時緊急輸送における河川航行船の利用可能性調査報告書,2002.3 




(10) 喜多村昌次郎：港湾労働の構造と変動,海文堂, p. 59-60, 1964.11 
(11) 喜多村昌次郎：港湾労働の構造と変動,海文堂, p.35, 1964.11 
(12) 地域開発研究所：ポートオーソリティ研究, 第 22 号,2008.4 
(13) 喜多村昌次郎：港湾労働の構造と変動,海文堂, p.54, 1964.11 
(14) 松橋幸一：港湾物流管理論, 海文堂, p.65, 1983.9 
 106 








ものである。一般的な PDCA では、図 8-1 で示すように、その 4 つのプロセス間を矢印で結び、プロ






要がある。そこで、本論文においては、図 8-2 に示すように、大地震による PDCA の大きなループ(①)
の計画（P）から移行する小さな PDCA のループ(②)という 2 重の輪による PDCA を想定した。そし
て、①をカタストロフ型 PDCA、②をルーチン型 PDCA と名付けた。過去の大地震の教訓を生かし






























図 8-1 一般的な PDCA の概念   図 8-2 本研究の PDCA の概念 P(計画) 
 






 レベル 1 の初動においては、参集したコア技能者、多能技能者、及び一般リーダーにより必要とさ
れる VMC が確保できること(6 章)、レベル 3 の緊急災害輸送については、船内及び沿岸という２つ
の荷役形態についてクレーン付き在来船による自積み、自卸しが最も人材の充足状況が良いこと(7
章)を示した。ここで、レベル 1 の初動については、6 章の図 6-9 に示すように、VMC が本牧、大黒、
南本牧、山下の各埠頭でそれぞれ 31、10、3、7 の合計 51 となっている。この 51VMC を形成するの
に、実際には合計 478 人の埠頭へ到着可能な(コア技能者+多能技能者+一般リーダー)が必要となる。
それらは、アンケート調査の回答者 3,468 人のうちの 13.8％になる(図 8-3)。換言すると、横浜港の場
合には 1VMC 確保するのに、約 10 人の(コア技能者+多能技能者+一般リーダー)が必要になる。また、
これらレベル 1：初動に召集された要員は、埠頭近辺で勤務できる環境が用意されれば（例、宿舎、






全体数 20Km以内 SP+サブ・コア 確保可能 全体VMC        確保可能














図 8-3 横浜港におけるコア技能者、多能技能者、一般リーダーと VMC 
 
ここで、7 章の表 7-4 で示したように、一人当り物資必要量が 5.4Kg の場合、阪神・淡路大震災の
際に最も活躍した在来船クレーンを用いた場合のギャング要員数 135 人、船内荷役作業主任者 6 人は
支障なく確保可能である（但し、労働時間は 12 時間）。また、沿岸荷役の場合も、沿岸荷役主任者又
ははい作業主任者合わせて必要数 71 に対して確保可能数 100 となっている。フォークリフトを入れ
てもレベル 3：緊急輸送を行うのに必要な人数は、278 人であり、これは、レベル 1 で参集可能なコ















































注）鎖線以下には、資格取得率の上位 3 位を占め、基本系の 
資格であるフォークリフト、玉掛、大型特殊自動車を示す。 



























































































ものが、図 8-6 である。ここでは、レベル 1：初動におけるコア技能者、多能技能者、そしてリーダ
ーの 3 つのグループ(=一般技能者以外全て)は、それぞれの勤務する埠頭に参集することになる。埠
頭から徒歩可能であることや物理的、あるいは精神的に参集できる状態であることが前提となる。本
章 1 節の冒頭で示したように防災訓練等によるルーチン型 PDCA を実行してゆく中で評価 (C)、修

























埠頭A 埠頭B 埠頭C 埠頭Z
埠頭A 埠頭B 埠頭C 埠頭Z
 
















 本研究は、カタストロフ型 PDCA の D(実行)について備えることを目的としていることは言うま
でもないが、防災の日の 9 月 1 日(関東大震災が発生した日)に定期的に行われている防災訓練でのル
ーチン型 PCDA での活用も前提としている。現在埠頭における防災訓練については、下記のものが
挙げられる。 





月 1 回等の頻度で行われてはいるものの、担当者のみに留まるもの 
III.  地震に対応した防災訓練は行っていないが、9 月 1 日の防災の日に地元の港湾協会の
主催する行事には出席市、は各自防災について考えるようにしている 





















































































































岸荷役主任者」の制度は、労働災害のみでなく、地震災害復旧という昭和 54 年 5 月 2 日付け基発第
212 号「安全衛生教育の推進について」という、安全衛生教育の基本通達に基づいており、カリキュ











効果は未知数であり、ルーチン PDCA により計画、実行、評価を行う必要がある。 
 
8－1－3 本研究による提言  
 本研究で行った地震災害復旧のための港湾物流技能者の確保について、実施した方法と手順の概要











































図 8-8 地震災害復旧の港湾物流技能者の確保で行った数量化の方法と手順 
 
 具体的には、①レベル 1：初動で必要な VMC に対して、岸壁長や岸壁数から確保可能な VMC を
求めた。それを、埠頭に参集可能な確率や距離による埠頭到着確率から、②レベル 1:初動で確保可
 115 
能な VMC を求めた。確保可能な VMC については、コア技能者のみで足らない場合は、多能技能者
と一般リーダーを組合せることとした。初動に参集した技能者は、埠頭に留まると仮定し、VMC よ
り③確保可能な実技能者の数に変換した。 


























































































































第 2 節 地震あるいは港湾物流技能者以外の研究への発展性 
 




































































発生年月 日 Ｍ 地震 名 死者・行方不 明者 津波 最大震 度 最大 震度を観測した観測 点 (地方)
明 治5(1872)年3月14日 7.1 浜田地震 死 者 約 550 ○ 不明 -
明 治24(1891)年10月28日 8.0 濃尾地震 死者 7,273 (6) 岐阜、愛知、滋賀、三重県 の一部
明 治27(1894)年10月22日 7.0 庄内地震 死者 726 (5) 山形県の西部
明治29(1896)年6月 15日 8.5 明 治三陸地 震 死者 21,959 ○ (2～3) 岩 手県を中心に北 海道、東北地方




死 ・不明 10万5千余 ○ (6) 東 京都 東 京 など６点
大正14(1925)年5月 23日 6.8 北但馬 地震 死者 428 (6) 兵庫県 豊岡
昭和2(1927)年3月 7日 7.3 北丹後 地震 死者 2,925 ○ 6 京 都府 宮津測候 所 など２点
昭和5(1930)年 11月 26日 7.3 北伊豆 地震 死者 272 6 静岡 県 三島 市東本 町
昭和8(1933)年3月 3日 8.1 昭 和三陸地 震 死・不明 3,064 ○ 5 岩手 県 宮 古市鍬ヶ崎 など６点
昭和18(1943)年9月 10日 7.2 鳥取地震 死者 1,083 6 鳥取県 鳥取市 吉方
昭和19(1944)年12月 7日 7.9 東南海 地震 死・不明 1,223 ○ 6 三 重県 津市島崎 町 など２点
昭和20(1945)年1月 13日 6.8 三河地震 死者 2,306 ○ 5 三重県 津市島 崎町
昭 和21(1946)年12月21日 8.0 南海地震 死者 1,330 ○ 5 和 歌山県 串本町潮 岬 など17点
昭和23(1948)年6月 28日 7.1 福井地震 死者 3,769 6 福井県 福井市 豊島
昭和35(1960)年5月 23日 9.5* チリ地震津 波 死・不明 142 ○ - 震 度１以上を観測した地点 なし
昭和58(1983)年5月 26日 7.7 日本海中 部地震 死者 104 ○ 5 秋 田県 秋田市山 王 など３点
平 成5(1993)年7月12日 7.8 北海 道南西沖 地震
死者 202
不明 28
○ 5 北 海道 寿都町新 栄 など４点
平 成7(1995)年1月17日 7.3
兵庫県南 部地震
（阪 神・淡 路大震 災）
死者 6,434
不明 3










































風速 44.3m/秒を記録した 1949 年(昭和 24 年)のキティ台風では、横浜港に停泊していた約 90 隻の船








表 8-3 昭和以降に大きな災害をもたらした台風 
台風名又は台風番号 































室戸台風*1 2,702 334 14,994 92,740 401,157 不詳 27,594 昭和９年(1934 年)９月 21 日




1,077 853 1,547 9,298 384,743 12,927 不詳 昭和 22 年(1947 年)９月 15 日
洞爺丸台風*2 
（昭和 29 年台風第 15 号） 1,361 400 1,601 8,396 21,771 177,375 17,569 85,964 82,963 5,581 
昭和 29 年(1954 年)９月 26 日
狩野川台風*2 
（昭和 33 年台風第 22 号） 888 381 1,138 2,118 2,175 12,450 132,227 389,488 89,236 260 
昭和 33 年(1958 年)９月 26 日
伊勢湾台風*2 
（昭和 34 年台風第 15 号） 4,697 401 38,921 40,838 113,052 680,075 157,858 205,753 210,859 7,576 
昭和 34 年(1959 年)９月 26 日
平成２年台風第 19 号
*1 
40 131 16,541 18,183 41,954 413 平成２年(1990 年)９月 19 日
平成３年台風第 19 号
*1 
62 1,499 170,447 22,965 362 930 平成３年(1991 年)９月 27 日
平成５年台風第 13 号
*2 
48 396 336 1,448 不詳 3,770 不詳 7,905 不詳 平成５年(1993 年)９月３日 
平成 16 年台風第 18 号*2 43 3 1,399 144 1,506 63,343 1,328 19,758 104 1,592 平成 16 年(2004 年)９月７日
平成 16 年台風第 23 号*2 95 3 721 907 7,929 12,514 13,341 41,006 12,329 494 平成 16 年(2004 年)10 月 20日 
  

























































































































図 8-13  多言語環境における多言語リーダーとそれ以外 
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  －港湾物流技能者…コア技能者の自覚と、地震災害復旧時の初動に備え、訓練に参加す  
  ることが必要であること。  
 ●中・長期的提言 
  －地方自治体・国…「沿岸荷役主任者」資格への地震災害復旧訓練の追加等、資格の見直しを行 
   う。援助物資集積場所の見直しや岸壁や道路の耐震化の推進。岸壁エプロンの液状化対策等。 
  －港湾運送事業者… 初動のコア技能者のみによる実施と、緊急災害輸送時の技能者参集体制を
確立すること。地上自治体や国との連携の強化。 
  －港湾物流技能者… Mighty Core を目指した資格の取得と地震災害復旧訓練に参加すること。  
 最後に、本研究により、発展性が期待できる分野として下記について事例を挙げ述べた。 
  Ⅰ．地震災害以外の災害（例：津波や台風）における復旧に関わる港湾物流技能者の確保 
  Ⅱ．港湾物流以外の業界におけるコア技能者の適用の可能性(例：製造業等) 
  Ⅲ．技能者以外での応用の可能性（例：海外事務所等）  
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④ 確保した技能者が必要な緊急物資をどの程度運べるのか  
 実際に横浜港でアンケート調査を行い、地震災害復旧に必要な港湾物流技能者のスキルや確保の可
能性を数量化することで、下記の 4 つの点を明らかにした。 
 Ⅰ. 地震災害時の早期復旧を行うのに必要な港湾物流技能者を定義するため、統計的な手法を用   
   いて技能者の類型化を行い、復旧作業に活躍が期待される技能者を４つのコアに分類した。こ  
   れらのコア技能者を、沿岸コア、船内コア、コンテナ・コア、スーパー・コアと名付けた。 
 Ⅱ. 地震災害復旧のためのコア人材の概念を導入することで、復旧初期段階で技能者が主に活躍 
   する４つのレベルとそれに対応するコア技能者の役割分担・特色が明確になることを示した。 
 Ⅲ. 地震災害復旧の初動において、確保可能な技能者数を VMC という必要な免許・資格をすべて 
   持つコアを設定することで数量化し、不足する数を、一般リーダーと多能技能者を組合せるこ  
   とにより確保の可能性が高まることを定量的に示した。 
 Ⅳ. 緊急災害輸送において、コンテナ・クレーン、在来船クレーン、人力という３つの荷役方式 
   について船内と沿岸という異なる荷役形態における技能者の必要数と確保可能数を求めるこ  
   とで、港湾物流技能者の充足率を明らかにすると共に、海上からの緊急物資の分担可能な量を 









  －港湾物流技能者…コア技能者の自覚と、地震災害復旧時の初動に備えた訓練への参加。  
●中・長期的実行計画： 
  －地方自治体・国…「沿岸荷役主任者」資格への地震災害復旧訓練の追加を初め、資格制度や援    
  助物資集積場所の見直しや岸壁や道路の耐震化の推進。岸壁エプロンの液状化対策等。 
  －港湾運送事業者… 初動のコア技能者のみによる実施と、緊急災害輸送時の技能者参集体制を  
  確立すること。地上自治体や国との連携の強化。 

























































ンケート調査を行うことで、231 社中 174 社(回答率：75.3％)、3,468 名の回答を得た。特に荷役に関
連する事業者からは、100％の回答を得ることができた。 
 ② 荷役に関連する 21 資格について取得率の高い資格・免許としてはフォークリフトを筆頭に、
玉掛、大型特殊自動車等があり、港湾物流に携わる従業員が複数の資格を有すること、一方、ガント
リー・クレーンやストラドルキャリアは、保有資格者の数は少ないものの、それらの保有者を見てみ
ると、1 人当りの平均保有資格数が 6 以上と大きいこと等、何らかの傾向があることがわかった。 
 ③ そこで、港湾物流業務に携わる技能者が保持する 21 の荷役関連資格間の相対的関係をみるた
めに、資格の保有・非保有という質的データについて、数量化Ⅲ類を用いて多変量解析を行った。最
も相関の高いカテゴリーを 1 軸、次に相関の高いカテゴリーを 2 軸としてグラフを描くことで、資格
相互の関係の強さと傾向が明らかになった。 
 ④ 資格同士のグループ化を行うために、クラスター分析を行った。変数間の距離の近さから 4
つのグループに分け、数量化Ⅲ類の結果得たグラフに重ね合わせた。4 つのグループは、それぞれの
特色から、基本系、沿岸系、船内系、コンテナ系と名付けた。 
 ⑤ 地震災害復旧作業のレベル 1 から 4 について、沿岸系、船内系、コンテナ系の資格・免許で、
3 章で得た地震災害復旧の 4 つのレベルに必要なスキルを整理すると、沿岸系、船内系、コンテナ系
がそれぞれレベル 2、レベル 3、レベル 4 の 3 つのレベルに対応していることがわかった。 



































具体的には、コア技能者については、沿岸、船内、コンテナ 3 つのコア技能者のうち、2 つのコア
技能者に属するものをサブ・コアとし、スーパー・コアや単独のコアと区別した。また、レベル 1：
初動に必要な全ての資格・免許を単独で有する技能者は有用であるが数が極めて少ないため、Virtual 
Might Core(VMC)と定義した。ある集団において VMC を有する比率を VMC 確保率と定義した。少
ない技能者で多くの VMC を形成できるほど効率よく復旧作業がおこなれれることから VMC 確保率
は大きいほど望ましいことになる。横浜港にある 4 つの埠頭において、確保可能な VMC 数の累積を
歩行距離別に求め考察を行った。 
一般に徒歩可能とされる 10Km 以内に最も効率よく VMC を形成できるスーパー・コアとサブ・コ
アで VMC の確保ができない埠頭があるため、合計 7 つのコア技能者、多能技能者、一般リーダー、
基本技能者の 10 種類で、VMC 数と VMC 確保率が共に高い組合せを求めたところ、コア技能者に一
般リーダーと多能技能者を組合せた場合であることがわかった。そこで、スーパー・コアとサブ・コ
ア、さらに一般リーダーと多能技能者を加えて確保可能な VMC 数を求めることにした。 
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